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表４【公文書開示請求の処理状況】                                       [単位：件] 

公文書件数 処分件数  
区分 

開 示 部分開
示 

非開示 合 計 存否応
答拒否 

その他
非開示 

取下げ 不存在 合 計 

件数 
 

28063 
 （39） 

 
4677 
  (4) 

 
5559 

(3) 

 
38299 

(46) 

 
3 
 

 
12 

 
44 
(1) 

 
    202 
     (1) 

 
261 
(2) 

注 １ この表は公文書開示（部分開示、非開示）決定をした公文書件数及び処分件数を分類したものです。 

   ２  公文書件数欄の非開示件数は、公文書を特定したうえで非開示決定した公文書件数です。 

   ３ 処分件数欄のその他非開示件数は、公文書を特定せずに非開示決定した処分件数です。 

   ４ （ ）内は、自己情報に係るものであり、内数です。 

   ５ この表は一般の開示請求を集計したものであり、各種試験結果の開示請求は含みません。 

 

   

表５【各種試験結果の開示状況】                                 [単位：件] 
試  験  名 （ 実 施 機 関 ） 件       数 

教員採用選考試験（教育委員会事務局教職員課） 649 
行政書士試験（総務局政策評価推進課） 4 
保育士試験（健康福祉部こども家庭課） 61 
改良普及員試験（農林水産商工部農林水産経営企画課） 2 
調理師試験（健康福祉部薬務食品課） 4 
介護支援専門実務研修受講試験（健康福祉部長寿社会課） 41 

合       計 761 

注 １ 決定は自己情報の本人開示のため、すべて即日開示決定です。 

 

４ 公文書開示請求の実施機関別処理状況 

平成１２年度における実施機関別の公文書開示請求件数は、一般と各種試験結果を全て合

わせて、知事部局が３７，１５８件で請求全体の９５．１％を占めました。 

知事部局では、県土整備部が２３，２５２件で全体の５９．５％を占め、次いで農林水産商工部

が４，３４５件で全体の１１．１％、健康福祉部が２，５４９件で全体の６．５％を占めていますが、

全ての部局に対して請求がありました。これによっても請求の内容が多様化してきていることが

うかがえます。 

行政委員会等では、教育委員会が１，４３８件、議会が２４３件、企業庁が５４件、監査委員が

１４０件、人事委員会が１件、地方労働委員会が２６件でした。 

 

 

 

 






